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津野町健康増進施設指定管理予定者公募事業 

特記仕様書 

本仕様書は、健康増進施設指定管理予定者公募事業における公募型プロポーザル実施要項

及び津野町（以下「町」という。）と受注者との間で締結する覚書に適用する。 

 

 

Ⅰ．総則 

１ 事業名称 

津野町健康増進施設指定管理予定者公募事業 

 

２ 事業期間 

覚書締結後から令和１２年３月末（予定） 

 

３ 事業金額 

指定管理予定者：原則、金０円（消費税及び地方消費税含む）とする。 

　　　指定管理者：上限、金４５,０００,０００円／年（消費税及び地方消費税含む）とす

る。指定管理予定者からの提案を基に、協議の上、決定する。 

 

４ 条例における位置付け 

津野町健康増進施設（以下「本施設」という。）の設置管理条例（以下「条例」と

いう。）は、令和８年度中に制定する予定である。 

 

５ 指定管理予定者及び指定管理者の遵守事項 

指定管理予定者及び指定管理者は、次の事項を遵守しなければならない。 

（１）指定管理予定者及び指定管理者は、指定管理予定者業務及び指定管理業務（以

下「本業務」という。)の遂行にあたり、関連する法令、条例等を遵守しなければ

ならない。 

（２）指定管理予定者及び指定管理者は、本業務の遂行上知り得た情報を本業務以外の 

目的に利用したり、第三者へ漏らしたりしてはならない。また、本業務の終了後に 

ついても同様とする。 

 

６ 資料の貸与 

町は、本業務の遂行に必要と認められる場合は、指定管理予定者及び指定管理者に

資料等を貸与する。ただし、貸与された資料等は、町の承認なく、公表や別の用途に

使用してはならない。 

 

７ その他 

本仕様書に記載のない事項又は疑義を生じた事項については、必要に応じて町と指 

定管理予定者及び指定管理者とで協議して定めるものとする。



- 2 - 

Ⅱ．細則(指定管理予定者の業務内容) 

１ 業務の内容 

（１）実施設計に対する助言・提言 

効率的かつ魅力的な施設を建設するため、実施設計の際に、指定管理予定者の視点で実 

施設計に対し、助言・提言を行う。 

　　　設計打合せへの参加・町との協議 

・指定管理予定者は、設計打合せに極力参加すること。 

・設計打合せは、原則として対面又はＷｅｂ会議形式にて行うものとするとし、軽微な 

確認事項は、電子メール等で対応すること。 

 

（２）指定管理業務内容の協議 

本施設を指定管理者制度により管理運営するにあたって、町と指定管理者との最終的な 

役割分担等について、令和８年度中に協議する。 

町との協議 

・適宜行うものとする。 

・打合せは、原則として対面またはＷｅｂ会議形式で行うものとし、軽微な確認事項 

は電子メール等で対応すること。 
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Ⅲ．細則(想定される指定管理業務) 

１ 管理する範囲 

別紙「基本設計」で示す施設全体を管理すること。 

施設の管理運営における役割分担 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 管理運営に関する基本的な考え方 

（１）利用者等の平等な利用を確保する。 

（２）利用者の安全確保を第一とする。 

（３）施設の効率的・弾力的運営を行う。 

（４）適切な広報を行うなど、施設の利用促進を積極的に図る。 

（５）利用者にとって快適な施設であることに努める。 

（６）施設としての魅力ある事業を実施し、利用者サービスの向上に努める。 

（７）個人情報の保護を徹底する。 

（８）情報公開を積極的に推進する。 

（９）指定管理者が施設の管理運営に係る各種規定等を作成する場合は、町と協議を行う。 

（１０）災害時緊急時の体制を確保する。 

 

３ 管理の基準 

（１）開館時間 

午前１０時から午後９時３０分まで（火曜日は午後４時３０分から午後９時３０分まで） 

なお、指定管理者が利用者サービスの向上、利便性の向上に有効と判断するときは、町

と協議すること。 

（２）休館日 

　　　ア 年末年始 

イ プールゾーン換水時清掃 

ウ 館内消毒 

エ 異常気象発生時 

なお、指定管理者が人員配置や施設管理の効率に有効と判断するときは、町と協議す

ること。 

 

 

 

 

 指定管理者 津野町

 運営 ○ 

 開錠・施錠 ○ 

 清掃 ○ 

 光熱水費負担 ○ 

 損害賠償保険加入 ○ 

 設備保守点検・メンテナンス ○

 館内消毒 ○ 

 樹木剪定 ○ 

 事故発生時の責任・対応 ○  

 保健所の検査への対応 ○ 

 水質検査への対応 ○ 
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（３）使用の制限 

ア 公の秩序又は善良な風俗に反するおそれがあるとき、建物や設備品等を損傷し、又は 

そのおそれがあるとき、その他管理運営上支障があると認めるときには、本施設の使 

用を制限し、又は使用を許可してはならない。 

イ アに該当する場合には、使用許可に係る条件を変更し、又は使用の停止を命じ、若し 

くは使用許可を取り消すことができる。 

（４）個人情報の取扱い 

個人情報の取扱いについて、指定管理者の役員及び職員は、業務上知り得た秘密を他に 

　　　　漏らしてはならない。また、その職を退いた後も同様とする。 

 

４ 法令等の遵守 

本施設の管理運営に当たっては、次の各号に掲げる法令等を遵守しなければならない。 

（１）地方自治法(昭和２２年法律第６７号) 

（２）労働基準法(昭和２２年法律第４９号)ほか労働関係法規 

その他管理運営に適用される法令で、指定期間中、関係法令に改正があった場合は、 

　　　　改正された内容を仕様とする。なお、改正に伴い、費用が増減する場合は、協議により 

　　　　指定管理料を改定できるものとする。 

 

５ 業務内容 

（１）管理運営のための体制の整備に関すること。 

  　管理責任者を１名配置すること。また、管理運営に係る全従業員(臨時職員を含む。) 

　の勤務形態等については、労働基準法、労働安全衛生法(昭和４７年法律第５７号)、そ 

の他労働関係法令を遵守し、管理運営に支障のないように配置すること。 

 

（２）施設の利用に関すること。 

ア 使用の許可 

イ 使用の制限 

ウ 許可の取消し等 

エ 入館の制限及び退館 

オ その他使用許可に関する業務 

カ 施設の使用受付に関する業務 

キ 使用の記録統計事務に関する業務 

 

（３）施設及び設備の維持管理に関すること。 

「Ⅲ－１の管理運営における役割分担」及び別添「リスク分担表」の通り。 

 

（４）本施設事業の運営に関すること。 

ア 施設又は設備の使用の許可に関する業務。 

イ 維持管理に関する業務。 

ウ 施設利用者のニーズの把握に努め、利用者向上に反映させること。 

 

（５）自主事業の運営に関すること。 

利用者ニーズに係る有効な調査を実施し、利用者拡大に努めること。 
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（６）利用料金に関すること。 

ア 利用料金の徴収に関連する業務を行うこと。 

イ 利用料金を徴収する場合には、利用料金の減免、利用料金の還付その他利用料金の 

　 徴収に関連する業務を行うこと。 

ウ 指定期間終了日以降の使用に係る利用料金を事前に収受した場合は、当該利用料金 

に相当する金額を次期指定管理者に引き継ぐこととする。 

 

（７）個人情報等の保護に関すること。 

個人情報の取扱いについて、指定管理者の役員及び職員は、業務上知り得た秘密を他

に漏らしてはならない。また、その職を退いた後も同様とする。 

 

（８）情報公開に関すること。 

管理業務を行うに当たって保有する文書の公開に努めるとともに、閲覧等の請求があ 

ったときは、速やかに、これに応じること。 

 

（９）業務報告に関すること。 

ア 年度終了後、４月３０日までに事業報告書を提出すること。 

イ 毎月終了後、利用状況等含めて次の報告書を翌月の１０日までに提出すること。 

（ア）使用料納付明細 

（イ）使用料免除・減免明細 

（ウ）使用料の減免による使用状況について 

（エ）施設別利用者数調査表 

（オ）エネルギー消費状況 

（カ）エネルギー使用量グラフ 

ウ 年２回次の報告書を提出すること。 

水質検査成績書(レジオネラ属菌、トリハロメタン等) 

エ その他、町が必要とする報告書を提出すること。 

 

（１０）物品等の販売業務に関すること。 

 

（１１）その他管理運営に関し必要な業務 

ホームページ作成資料の作成、許認可等の取得、監督官庁への届出業務を必要に応 

　　　　　じて行うこと。 

 

６ 立入検査について 

町は必要に応じ、施設、物品、各種帳簿等及び管理運営について実地検査を行う。 

 

７ 備品等の所有権 

指定管理者に貸し付ける備品や寄贈品等については、町の所有とし、その使用及び保管は

十分注意すること。指定管理者が、自ら購入・搬入し、又は設置しようとする場合は、その

是非や所有権等について事前に協議すること。 

 

８ 展示物の取扱いについて 

写真や寄贈品等の全ての展示物において著作権保護のため、許可無く無断で施設以外での使用を 

　　禁止する。 
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９ 原状回復義務 

（１）施設又は設備の変更をしようとするときは、あらかじめ町と協議を行うこと。また、当 

該指定管理者の指定の期間が満了したとき、又は指定を取り消されたときは、町の指示 

するところにより原状に回復しなければならない。 

（２）施設、設備、資料又は備品を汚損及び損傷し、又は亡失したときは、町の指示す 

るところにより原状に回復し、又は損害を賠償すること。 

 

１０ 業務の引継ぎ等 

（１）指定管理者は本業務の終了に際し、町が指定するものに対し、引継ぎ等を行うこととす 

る。 

（２）協定期間の開始前に、管理運営に必要な準備を自らの費用負担により行うこととする。 

（３）指定管理の終了前に指定管理者が収受した施設の使用に係る利用料金（業務の終了日の 

翌日以後の使用に限る。）については、次期指定管理者による指定管理開始後に、協議 

の上、引き渡すこととする。 

 

１２ リスク分担 

施設の管理運営に伴うリスク分担については、「リスク分担表」に定めるとおりとする。 

 

１３ 協議 

指定管理者は、この仕様書に規定するほか、指定管理者の業務の内容及び処理について、 

疑義が生じた場合は町と協議し決定すること。 


